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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　火成岩から繊維を生産する方法であって、前記方法は、
　大量の破砕された火成岩を火炉チャンバに追加することであって、前記火炉チャンバは
、第１の電気誘導コイルにおいて少なくとも部分的に囲繞される、ことと、
　前記火炉チャンバに追加された前記大量の破砕された火成岩を加熱し、前記大量の火成
岩の少なくとも一部において均質な岩石融解物を生産するために効果的なように、交流電
流を前記第１の誘導コイルに印加することと、
　前記均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を繊維形成チャンバを通して通過させ、続
けて、前記繊維形成チャンバからの前記大量の火成岩の少なくとも一部を、繊維を生産す
るために効果的な制御された温度下で繊維形成オリフィスを通して通過させることであっ
て、前記繊維形成チャンバは、第２の電気誘導コイルによって少なくとも部分的に囲繞さ
れ、前記繊維形成チャンバ内の前記均質な岩石融解物部分の温度は、少なくとも部分的に
、前記第２の誘導コイルにおける電流の電力および周波数によって制御される、ことと
　を含む、方法。
【請求項２】
　前記繊維形成オリフィスにおける前記制御された温度は、標的温度の２０℃～７０℃以
内に制御される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記繊維形成オリフィスにおける前記制御された温度は、標的温度の３０℃～６０℃以
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内に制御される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記繊維形成チャンバの中に前記均質な岩石融解物部分を通過させることに先立って、
前記均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を、第３の電気誘導コイルによって少なくと
も部分的に囲繞される調整チャンバを通して通過させ、前記調整チャンバの少なくとも一
部において層流を生産するために効果的なように、前記均質な岩石融解物部分を冷却する
ことをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されることに先立って予熱さ
れる、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されることに先立って、前記
火炉チャンバからの排気ガスによって加熱される、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されることに先立ってバッチ
投入機内に保持され、前記火炉チャンバからの前記排気ガスは、前記バッチ投入機の中に
圧送される、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバ内で１，３００℃～３，０００℃の
温度まで加熱される、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記火炉チャンバは、第１の区域および第２の区域に分割され、前記第２の区域は、前
記火炉チャンバの壁における開口部を通して前記調整チャンバと流体連通する、請求項４
に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１の区域および前記第２の区域は、アンダーフローバッフルによって分離される
、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記破砕された火成岩は、玄武岩を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記破砕された火成岩は、長石、石英、準長石、橄欖石、輝石、角閃石、および雲母の
うちの少なくとも１つを備える、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記破砕された火成岩は、流紋岩、石英安山岩、安山岩、玄武岩、輝緑岩、花崗岩、花
崗閃緑岩、閃緑岩、または斑糲岩を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　少なくとも前記調整チャンバおよび前記繊維形成チャンバ内に温度センサを配置するこ
とと、前記温度センサからコンピュータによって受信されるフィードバックに基づいて、
前記第２の誘導コイルおよび前記第３の誘導コイル内の電流のコンピュータ化制御を通し
て、前記調整チャンバおよび繊維形成チャンバ内の温度を制御することとをさらに含む、
請求項４に記載の方法。
【請求項１５】
　繊維を生産する方法であって、
　繊維に変換されるべき大量の破砕された火成岩を取得するステップと、
　バッチを融解火炉に輸送するステップであって、前記融解火炉は、第１の電気誘導コイ
ルによって少なくとも部分的に囲繞される、ステップと、
　前記バッチにおける全ての鉱物の融点を上回る温度まで前記バッチを加熱し、前記バッ
チの少なくとも一部において均質な岩石融解物を生産するために効果的なように、交流電
流を前記第１の誘導コイルに印加するステップと、
　前記均質な岩石融解物を、前記融解火炉の壁の上側部分における開口部を通して調整チ



(3) JP 6983232 B2 2021.12.17

10

20

30

40

50

ャンバの中に流動させるステップであって、前記調整チャンバは、第２の誘導コイルによ
って少なくとも部分的に囲繞される、ステップと、
　岩石融解物の伝導性撹拌を抑制し、温度が減少して調整された岩石融解物を生産するこ
とを可能にするために効果的なように、電流を前記第２の誘導コイルに印加するステップ
と、
　前記調整された岩石融解物を複数の繊維形成チャンバの中に流動させるステップであっ
て、各繊維形成チャンバは、繊維形成チャンバ誘導コイルによって少なくとも部分的に囲
繞される、ステップと、
　調整された融解物を繊維形成温度に到達させ、前記繊維形成温度において維持するため
に効果的なように、電流を前記繊維形成チャンバ誘導コイルに印加するステップと、
　繊維形成チャンバからの調整された融解物を、繊維形成チャンバの底面における複数の
オリフィスを通して流動させ、前記オリフィスの少なくとも一部から押出された繊維を生
産し、それによって、繊維を形成するステップと
　を含む、方法。
【請求項１６】
　前記破砕された火成岩は、前記融解火炉に輸送されることに先立って、バッチ投入機内
で予熱される、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記融解火炉は、第１の区域および第２の区域に分割され、前記均質な岩石融解物は、
前記融解火炉の前記第２の区域の前記壁における開口部を通して前記調整チャンバに進入
する、請求項１５に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第１の区域は、アンダーパスバッフルによって前記第２の区域から分離される、請
求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記繊維が前記オリフィスから出現する際に、前記繊維に対して水ミストを噴霧するこ
とによって、前記繊維を衝撃冷却することをさらに含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項２０】
　ギャザリングシューを用いて個々の繊維を複数のストランドに寄せ集めることをさらに
含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項２１】
　ワインダ上で前記ストランドのうちの１つ以上のものを巻回することをさらに含む、請
求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　繊維に変換されるべき第２および後続の量の破砕された火成岩を取得し、前記破砕され
た火成岩を前記融解火炉に輸送し、前記融解火炉から前記繊維形成チャンバへの均質な岩
石融解物の流量を維持することによって、連続的プロセスにおいて繊維を生産することを
さらに含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項２３】
　加熱されたガスが、前記バッチ投入機内の前記破砕された火成岩を予熱するために効果
的なように、前記融解火炉から除去され、前記バッチ投入機の中に流動される、請求項１
６に記載の方法。
【請求項２４】
　コンピュータを用いて前記融解火炉、調整チャンバ、および繊維形成チャンバ内の温度
を制御することをさらに含み、前記コンピュータは、融解火炉、前記調整チャンバ、およ
び前記繊維形成チャンバのうちの１つ以上のものの中に配置された温度センサから温度デ
ータを受信し、前記温度センサから受信されたデータに基づいて、電力レベルおよびＡＣ
周波数を制御する、請求項１５に記載の方法。
【請求項２５】
　繊維を生産するための装置であって、
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　未加工玄武岩または火成岩のバッチを受容するための開口部とともに構成される融解火
炉であって、前記融解火炉は、投入されたバッチを受容するための第１の区域および調製
された融解物のための第２の区域に分割される融解チャンバを備え、前記第１の区域およ
び前記第２の区域は、アンダーフローバッフルによって分割され、前記第２の区域の壁は
、退出開口部を形成し、前記退出開口部は、前記アンダーフローバッフルの下の通路より
も、前記融解チャンバの上部に近接して位置する、融解火炉と、
　前記融解火炉の周囲に少なくとも部分的に位置する第１の電気誘導コイルと、
　前記第１の電気誘導コイルに電気的に接続される第１の発電機および第１の高周波数コ
ンバータと、
　前記融解火炉の少なくとも１つの壁において位置する第１の冷却ジャケットであって、
前記第１の冷却ジャケットは、第１の水供給および熱交換器ユニットと流体連通する、第
１の冷却ジャケットと、
　第１の端部および第２の端部を伴う水平チャネルを備える調整チャンバであって、前記
調整チャンバは、前記退出開口部を通して前記第２の区域と流体連通し、前記調整チャン
バの底面壁は、前記水平チャネルの前記第２の端部に向かって前記調整チャンバの長さに
沿って離間関係における複数の開口部を形成する、調整チャンバと、
　前記調整チャンバの周囲に少なくとも部分的に位置する第２の電気誘導コイルと、
　前記第２の電気誘導コイルに電気的に接続される第２の発電機および第２の高周波数コ
ンバータと、
　前記調整チャンバの少なくとも１つの壁において位置する第２の冷却ジャケットであっ
て、前記第２の冷却ジャケットは、第２の水供給および熱交換器ユニットと流体連通する
、第２の冷却ジャケットと、
　前記調整チャンバの下方に位置する複数の繊維形成チャンバであって、前記複数の繊維
形成チャンバは、それぞれ、前記調整チャンバの底面壁におけるそれぞれの複数の開口部
を通して前記調整チャンバと流体連通し、前記複数の繊維形成チャンバにおける繊維形成
チャンバは、前記繊維形成チャンバにおいて位置する繊維形成面を備え、前記繊維形成面
は、少なくとも１つのオリフィスを備え、前記少なくとも１つのオリフィスは、岩石融解
物がそれぞれのオリフィスを通過する際に各それぞれが前記岩石融解物から繊維を形成す
るように定寸および構成される、複数の繊維形成チャンバと、
　前記複数の繊維形成チャンバの周囲に少なくとも部分的に位置する第３の電気誘導コイ
ルと、
　前記第３の電気誘導コイルに電気的に接続される第３の発電機および第３の高周波数コ
ンバータと、
　前記複数の繊維形成チャンバの少なくとも１つの壁において位置する第３の冷却ジャケ
ットであって、前記第３の冷却ジャケットは、第３の水供給および熱交換器ユニットと流
体連通する、第３の冷却ジャケットと
　を備える、装置。
【請求項２６】
　破砕された玄武岩または火成岩を受容し、前記破砕された玄武岩または火成岩を前記融
解チャンバの前記第１の区域の中に供給するためのホッパを備えるバッチ投入機をさらに
備える、請求項２５に記載の装置。
【請求項２７】
　前記第２の区域を前記バッチ投入機に接続する空気チャネルをさらに備え、前記空気チ
ャネルは、ポンプを備え、前記ポンプは、前記融解チャンバからガスを引き込み、前記ガ
スを前記バッチ投入機に送達するように構成される、請求項２６に記載の装置。
【請求項２８】
　前記融解火炉内に位置する少なくとも１つの第１の温度センサと、
　前記調整チャンバ内に位置する少なくとも１つの第２の温度センサと、
　前記繊維形成チャンバのうちの少なくとも１つ内に位置する少なくとも１つの第３の温
度センサと
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　をさらに備える、請求項２５に記載の装置。
【請求項２９】
　繊維が前記少なくとも１つのオリフィスから出現する際に、前記繊維に対して水ミスト
を噴霧するように構成される少なくとも１つの水噴霧器をさらに備える、請求項２５に記
載の装置。
【請求項３０】
　複数の前記オリフィスは、前記繊維形成表面内に含まれるとき、複数の前記繊維を同時
に生成するように構成され、少なくとも１つのギャザリングシューをさらに備え、前記少
なくとも１つのギャザリングシューは、それぞれの繊維形成チャンバからの前記複数の繊
維を統合するように構成される、請求項２５に記載の装置。
【請求項３１】
　それぞれの繊維形成チャンバから少なくとも１つの繊維を受容するように構成される少
なくとも１つのワインダをさらに備える、請求項２５に記載の装置。
【請求項３２】
　前記装置と関連付けられる温度および水流量データを受信するように構成されるコンピ
ュータをさらに備え、前記コンピュータは、
　前記第１の発電機と、前記第２の発電機と、前記第３の発電機と、
　前記第１の高周波数コンバータと、前記第２の高周波数コンバータと、前記第３の高周
波数コンバータと、
　前記第１の水供給および熱交換器ユニットと、前記第２の水供給および熱交換器ユニッ
トと、前記第３の水供給および熱交換器ユニットと
　を制御するように構成される、請求項２５に記載の装置。
【請求項３３】
　前記バッチ投入機は、前記ホッパへの振動を提供するように構成されるモータを備える
、請求項２６に記載の装置。
【請求項３４】
　前記第１の冷却ジャケット、前記第２の冷却ジャケット、および前記第３の冷却ジャケ
ットのうちの少なくとも１つは、銅またはステンレス鋼管を備える、請求項２５に記載の
装置。
【請求項３５】
　前記第１の発電機、前記第２の発電機、および前記第３の発電機のうちの少なくとも１
つは、５００ｋＷ～１０ＭＷの電力を提供し、前記第１の高周波数コンバータ、前記第２
の高周波数コンバータ、および前記第３の高周波数コンバータのうちの少なくとも１つは
、１００ｋＨｚ～３０ＭＨｚの周波数において前記電力が提供されることを可能にする、
請求項２５に記載の装置。
【請求項３６】
　前記第１の発電機、前記第２の発電機、および前記第３の発電機のうちの少なくとも１
つは、５０ｋＷ～５００ｋＷの電力を提供し、前記第１の高周波数コンバータ、前記第２
の高周波数コンバータ、および前記第３の高周波数コンバータのうちの少なくとも１つは
、６０Ｈｚ～１００ｋＨｚの周波数において前記電力が提供されることを可能にする、請
求項２５に記載の装置。
【請求項３７】
　前記第１の水供給および熱交換器ユニット、前記第２の水供給および熱交換器ユニット
、および前記第３の水供給および熱交換器ユニットのうちの少なくとも１つは、空気冷却
器または冷却塔を備える、請求項２５に記載の装置。
【請求項３８】
　前記繊維形成面は、金属板を備える、請求項２５に記載の装置。
【請求項３９】
　前記金属板は、白金または白金合金を備える、請求項３８に記載の装置。
【請求項４０】
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　前記繊維形成面は、１００～４，０００個のオリフィスを備える、請求項２５に記載の
装置。
【請求項４１】
　前記繊維形成チャンバは、形状が円筒形であり、前記繊維形成面は、丸形であり、前記
繊維形成チャンバの底面を形成する、請求項２５に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　火成岩から繊維を作製することの主要な課題のうちの１つは、火成岩の複雑な鉱物構造
である。繊維形成のために好適である典型的な火成岩は、長石、石英、準長石、橄欖石、
輝石、角閃石、および雲母の複合体である。米国、サウジアラビア、日本、ロシア、ウク
ライナ、およびキルギスタンにおける火成岩の鉱物組成のいくつかの地質学的研究はさら
に、既存の火成岩堆積物の大部分が、岩石堆積物全体を通してランダムに分散される、石
英、フォルステライト、コランダム、ジルコニウム、および同等物等のある程度の量の不
融性鉱物を含有することを示した。未加工材料中のそのような鉱物の存在は、減衰プロセ
スを中断し、繊維破損を増加させ、ブッシングを閉塞することによって、連続的岩石繊維
製造プロセスにおいて非効率性を引き起こす。また、繊維中の結晶性粒子は、連続的繊維
の引張強度および弾性率を有意に低減させ得る張力の集中物である。これらの問題は、繊
維の品質が、未加工材料の化学的組成および非溶融粒子がない岩石の均質な融解物を達成
することに依存するため、有意に減少した品質の繊維をもたらす。
【０００２】
　均質な融解物を生産することに関するいくつかのこれらの問題は、未加工火成堆積物に
見出される鉱物の種々の融解温度に基づく。例えば、種々の鉱物の融解温度は、１，８９
０℃におけるフォルステライト、１，７２８℃における石英、２，０５０℃におけるコラ
ンダム、および２，１２５℃におけるジルコニウムを含む。これらの鉱物の存在は、融解
火炉に関してそのような温度に耐え、妥当な寿命対策を達成し得るいかなる耐熱物質も市
場に存在しないため、従来の産業規模の技術に対して許容することができない。従来の製
造は、したがって、供給原料として使用されるために好適な岩石堆積物を発見するためだ
けに、時間および資源の多大な消費を要求する。
【０００３】
　火成岩の均質な融解物を達成することはまた、材料の天然の暗さのために困難である。
従来の（人工的な）ガラスとは異なり、繊維形成のために適切である火成岩は、典型的に
は、複雑な鉱物構造を有する。例えば、長石、石英または準長石、橄欖石、輝石、角閃石
、および雲母は、そのような火成岩の累層における基本的鉱物である。加えて、ＦｅＯお
よびＦｅ２Ｏ３等の岩石累層酸化物の高含有量は、融解された形態の火成岩を暗くする（
透明ではない）。本暗さは、融解物レベルの上方に通常位置するガス／燃料バーナによっ
て生成された放射熱が、融解物に実質的に貫通することを妨げる。その結果、従来のプロ
セスでは、温度および粘度の有意な勾配が、岩石融解物の上部から底部まで行き渡る。第
３章および第３章またはＤｚｈｉｇｉｒｉｓ，　ｅｔ　ａｌ．の「Ｂａｓｉｃｓ　ｏｆ　
ｂａｓａｌｔ　ｆｉｂｅｒｓ　ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ」（Ｔｅｐｌｏｅｎｅｒｇｅｔｉｃ
，　２００２年）に説明されるように、これらの温度の勾配は、例えば、１５０℃の温度
の減少が、融解物の粘度の５～８倍の増加を生産し得るため、均質化を妨げ得る。説明さ
れるような放射熱源を使用することは、したがって、融解物全体を通して物質移動および
熱伝達を改良するために、溶融岩石の活発な撹拌および／または融解物の内部の熱源の実
装を要求する。熱伝達を改良する本必要性は、火成岩を融解するための基本的に全ての従
来の産業規模の火炉の設計を推進する。
【０００４】
　繊維を製造するための供給原料として火成岩を融解させる殆どの火炉は、３～８０平方
メートルの融解面積を伴ういわゆるタンクタイプ大型火炉である。これらの火炉は、多く
の場合、融解物を加熱するために、化石燃料バーナおよび／またはスズ、モリブデン、ま
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たは黒鉛等の材料から作製される電極を採用する。そのような火炉の実施例が、Ｔｒｉｅ
ｒの「Ｇｌａｓｓ　Ｆｕｒｎａｃｅｓ，　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ａ
ｎｄ　Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ」（Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ｇｌａｓｓ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ，　２０００年，（第２章、第６章、および第８章））、Ｌｏｗｅｎｓｔｅｉｎ，の「
Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｏｆ　Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｇ
ｌａｓｓ　Ｆｉｂｒｅｓ」（Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ
　Ｂ．Ｖ　１９８３年　（第４章）、および以下の特許文書の第ＵＳ０７５３０２４０号
、第ＵＳ０８０３７７１９号、第ＵＳ０８０４２３６２号、第ＵＳ０８４１４８０７号、
第ＵＳ２００５０１０３０５８号、第ＵＳ２００５０２２３７５２号、第ＵＳ２００５２
００６０２１８９７２号、第ＵＳ２００５２００８０１７９７７９号、第ＵＳ２０１２０
１０４３０６号、第ＣＮ１０３０４３８９７号、第ＣＮ１０４２１１２９６号、第ＣＮ１
０４２９１５５１号、第ＣＮ２０２８０８５５８号、第ＣＮ２０２８４９２３３号、第Ｃ
Ｎ２０３０３３８７１号、第ＣＮ２０３２５６１０９号、第ＣＮ２０３３９７２３６号、
第ＣＮ２０３４２９０５７号、第ＣＮ２０３９６００２９号、第ＣＮ２０２５４３０２５
号、第ＣＮ２０４０７９７７５号、第ＣＮ２０４０９７３０８号、第ＣＮ２０４０９７３
２６号、第ＣＮ２０４０９７３２７号、および第ＵＡ８８１５０号（そのそれぞれが、参
照することによって本明細書に組み込まれる）に説明されている。
【０００５】
　火成岩を融解させるための産業規模の火炉に関する従来の技術の基本的要素が、図１に
図示される。典型的な火炉システム１０では、未加工材料の予熱または事前融解のために
使用され得る前チャンバ（１１）、１つ以上の接続される部分を含み得、均質化のために
通常使用される融解チャンバ（１２）、前炉（１３）および繊維形成デバイス／ブッシン
グが配置される押出チャンバ（１４）、および繊維形成デバイスの下の巻回装置（１５）
が存在する。
【０００６】
　上記に記載されるように、均質な融解物を達成することは、繊維を生産する際の主要な
課題であり、加熱のためにガスバーナまたは内部電極に依拠する従来の火炉に関する特定
の問題である。溶融岩石塊を撹拌するためのいくつかの方法が、より均質な温度分布を達
成する試みにおいて使用されている。例えば、バブリングが、殆どの従来の火炉において
使用される（上記に引用されるＤｚｈｉｇｉｒｉｓ、Ｌｏｅｗｅｎｓｔｅｉｎ、Ｔｒｉｅ
ｒ参照）。本方法は、典型的には、火炉の底部における幅を横断する１つまたはいくつか
の列のバブラ（管）の設置を要求する。バブラを通して供給される高温空気の流動は、溶
融岩石を通して上昇気流を提供することに役立つ。本方法は、効果的な撹拌効果を提供し
得るが、方法は、火炉の融解区域内の高価な耐熱金属の摩耗を有意に増加させる等の不利
点を有する。本摩耗は、そのような高温における集中的な融解物の流れに起因し、これは
、岩石融解物／耐熱物質相互作用を大幅に増加させ、火炉寿命を低減させる。バブラの設
置はまた、バブラが閉塞（遮断）され、使用不可能な状態になる傾向にあるため、付加的
安全対策の確立を要求する。信頼性のあるバブラはまた、それらが、典型的には、白金ロ
ジウム（Ｐｔ－Ｒｈ）合金から作製されるため、高価であり、火炉を製造するために要求
される資本を有意に増加させる。
【０００７】
　融解物体積全体を通した物質移動および熱伝達を改良する第２の方法は、融解区域の内
側への加熱要素の設置である。種々のタイプの電極加熱要素が、ガラス産業において広く
使用され（上記に引用されるＴｒｉｅｒおよびＬｏｅｗｅｎｓｔｅｉｎ参照）、それらは
、火成岩を融解させる際に使用される、または少なくとも使用が提案されている（米国特
許第６，６４７，７４７号）。数十年の研究が、火成岩融解物において使用するための電
極を設計するために実行されているが、多くの有意な困難は、バブラの使用によって引き
起こされる同一または類似する問題の多くを含め、解決されないままである。例えば、円
筒形電極間の熱の不均一な分布は、特殊な電気および機械的配列を要求する。しかしなが
ら、平板電極は、使用不可能であり、通常、交換のために完全な火炉の運転停止の費用を
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要求する。加えて、岩石融解物の積極性は、電極をガラス火炉内の電極の２倍速く摩耗さ
せ得、電極加熱要素は、本アプローチが高度な電気システムおよび電極システムの日常整
備のための適格な人員の特別チームを要求するため、資本および動作費用の両方を有意に
増加させ得る。
【０００８】
　火成岩を融解させる際に熱伝達および物質移動を改良するための当分野で公知のまた別
の方法は、機械的撹拌器、堰、および種々の幾何学的配列を適用することである。機械的
撹拌器は、多くの場合、従来のガラス火炉において使用され（例えば、Ｔｒｉｅｒ参照）
、そのような使用のために商業的に利用可能である。しかしながら、そのような撹拌器の
寿命は、融解物の腐食性に起因して短くあり得、火成岩のために要求される動作温度の増
加によってさらに短縮され得る。融合鋳造耐熱材料の開発は、動作寿命におけるわずかな
改良のみをもたらした。ガラス本体均質化を助長する際に使用される、堰（Ｔｒｉｅｒ）
または特殊な階層式孔（米国特許第６，６４７，７４７号）の設置は、いずれの有意な改
良も提供していない。
【０００９】
　前述の議論は、少なくとも、出発材料の不均質な性質およびその可変融点、ガラスに対
する岩石融解物の暗さに起因する均質な融解物を達成および維持する際の困難、および火
成岩のために要求されるより高い融解温度のため、ガラス繊維生産において使用される技
術が、火成岩からの繊維の生産に容易または単純に移行しないことを明白にしている。し
たがって、効果的かつコスト効率的の両方である、火成岩の均質な融解物を達成すること
を通して良質な繊維を生産するシステムおよび方法の必要性が依然としてある。
【００１０】
　従来のシステムおよび方法に関する別の問題は、繊維形成デバイスの費用である。従来
の繊維形成技術は、Ｐｔ－Ｒｈ等の材料から作製される高価なブッシングを要求する。岩
石繊維形成のために利用可能な先端ブッシングの最大数は、繊維ガラス生産において使用
するための６，０００個の先端ブッシングと比較して、１，２００個であると考えられて
いる。先端の数は、上記に説明されるように、均質性の維持を困難にする岩石融解物の暗
さのため、従来の技術では限定される。加えて、繊維形成の温度間隔は、例えば、許容さ
れる分散の間隔が、ガラスに関して１８０℃～２００℃であるのに対し、岩石に関して２
０℃～７０℃、またはいくつかの実施例では、３０℃～６０℃であるため、従来のガラス
と比較して狭い。本狭い公差は、岩石からの繊維形成を温度勾配に対して非常に敏感にす
る。さらに、火成岩中の酸化鉄の存在は、岩石融解物によってＰｔ－Ｒｈ板の湿潤性を増
加させ、従来のガラスブッシングの先端間の距離のほぼ２倍にまでなるような岩石繊維ブ
ッシングの先端間の距離を要求する。ブッシング幾何学形状限定およびＰｔ－Ｒｈのコス
トに基づいて、岩石繊維のための典型的なブッシングは、従来のガラス繊維のための同一
のサイズのブッシングと比較して４分の１の数のみのブッシングを有し、ガラスと比較し
て４分の１の生産能力の低減をもたらす。
【００１１】
　ブッシングとして広く公知である連続的鉱物繊維のための繊維形成デバイスは、基本的
に、上記に言及される同一の理由、すなわち、未加工材料（岩石）の複雑な鉱物構造およ
び高レベルの酸化鉄含有量に起因して、岩石繊維製造技術における有意な課題である。
【００１２】
　連続的鉱物繊維を生産するためのブッシングを設計する最初の試みは、１９６０年代に
ソビエト連邦において成された。基本的にガラス繊維ブッシングの設計を模倣する岩石融
解物ブッシングは、大きな成功を収めなかった。均一な組成および温度の融解物を取得し
、ブッシング板にもたらす際の困難は、プロセス不安定性、高レベルのフィラメント破損
、および全体的プロセス非効率性につながっている。
【００１３】
　産業規模での連続的鉱物繊維の製造のために適切な最初のブッシングは、１９８０年代
の始めに産業に導入された（例えば、第ＳＵ１２１１２３０号、第ＳＵ４６１９０８号参
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照）。そのブッシング設計の基本的特徴は、管（下流パイプ）の形態における付加的電気
ヒータの存在であり、これは、前炉の底部における玄武岩融解物の中に配置され、前炉の
真下の通常の繊維形成ブッシングまで延在された。パイプは、したがって、前炉内の単一
の小さいスポットから玄武岩融解物を取得し、その単一の場所からの材料が均一な組成お
よび温度を有するものとして見なされ得るという前提に基づいて、前炉内のその場所から
ブッシングに材料を送達した。
【００１４】
　本従来の設計は、多くの限定を有する。第１に、下流パイプの直径は、従来の繊維ガラ
ス技術と比較して競合する生産能力を有するために十分な量の融解物をブッシング板に供
給するために十分に大きくすることができない。岩石融解物（および特に、玄武岩）は、
ガラス融解物のように透明ではない暗い融解物をもたらす、最大１５％の酸化鉄を有する
。パイプ内の熱は、したがって、暗い融解物中に本質的にいかなる放射熱または対流熱伝
達も存在し得ないため、伝導熱に限定される。パイプの壁が電気的に加熱され、熱伝達は
全て伝導によるため、融解物は、典型的には、「壁融解」接点において過熱され、融解物
の温度は、パイプの中心軸に向かって指数関数的に減少する。パイプの直径は、したがっ
て、融解物をブッシング（オリフィス）板に均一な温度（および、したがって、粘度）ま
で可能な限り近接して送達する必要性によって限定される。本設計の明白な限定を克服す
ることに向けられた多くの研究および開発にもかかわらず、下流パイプ設計は、歴史的に
、世界中の殆ど全ての玄武岩製造施設において広く使用されている。
【００１５】
　下流パイプ直径における本限定はまた、ブッシング板において使用され得るオリフィス
の数を限定する。下流パイプ断面積は、事実上、全てのオリフィスの合計断面積の４０％
を超えることはできない。したがって、下流パイプを使用する商業的製造プロセスは、従
来の繊維ガラス産業において通常使用される４，８００個のオリフィスのブッシング板と
比較して、本質的に、８３６個のオリフィスのブッシング板に限定される。本システムは
、ブッシングコストの少なくとも３０％の増加をもたらす、Ｐｔ－Ｒｈ合金から成る下流
パイプを要求することによってなおもさらに限定される。
【００１６】
　動作中、従来の繊維形成デバイス（ブッシング）は、ブッシング容器の上側縁からオリ
フィス（ノズル）板への急激な温度および粘度降下を補償するために、電気的に加熱され
る。ブッシングを加熱する標準的方法は、ブッシングのサイズに応じて、典型的には、３
～６ボルトおよび数千アンペアにおいて動作する降圧変圧器の低電圧巻線を横断してオリ
フィス板を接続することによる。本アプローチは、ブッシング板における熱分布を、単に
、電流パターンの関数にする。これは、電流がブッシングアセンブリ全体に関して一定で
ある一方、熱は一定ではないため、問題を引き起こす。本効果は、抵抗の変動に起因する
。熱生産は、公式電力Ｐ＝Ｉ２Ｒに従い、より薄い区分における電気抵抗（Ｒ）は、より
厚い区分においてよりも高く、より薄い区分においてより高い温度をもたらす。
【００１７】
　繊維形成デバイスは、多くの場合、１つの端子から別のものに延設される、縁に沿って
ともに溶接される、異なる厚さの金属シートの組み合わせとして構築される。したがって
、電流のある程度の側方流動は、不可避であり、予測することが容易ではない方法で温度
分布に影響を及ぼす。均一な熱分布を最大限にする試みにおいて、従来の繊維形成デバイ
スは、多くの場合、オリフィス板の短い側に沿って咬持される電気端子を伴う長い長方形
形状を有する。
【００１８】
　これらのクランプは、時として、オリフィス板全体にわたる温度のさらに均一な分布を
達成するために、内向きまたは外向きの調節を要求する。本調節は、電力を切断すること
、クランプボルトを弛緩させること、ブッシング端子に対して異なる位置に接点を摺動さ
せること、およびクランプボルトを再引締することを伴う。調節の効果は、ブッシングが
動作温度に戻るまで決定されることができない。したがって、調節が所望の効果を達成し
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ない場合、プロセスは、繰り返されなければならない。さらなる非効率性が、調節プロセ
ス中の端子の不可避の破損によって引き起こされ得る。
【００１９】
　付加的試みが、これがブッシングに、そして、それを通して移送される際に融解物の均
質性を維持する問題を克服するために成されている。１つの方法は、パイプの内部に加熱
要素を追加することを含む。しかしながら、その解決策は、融解物における局所化された
伝導加熱および融解火炉内に加熱要素を配置することと関連付けられるさらに増加される
保守および動作コストに依然として依存する。
【００２０】
　繊維を生産する際の他の困難は、フィラメントがオリフィスから引き出される際のフィ
ラメント減衰プロセスにおいて起こるものを含む。ブッシング設計において使用される従
来の材料は、岩石融解物によってある程度湿潤される。オリフィス板の湿潤性は、融解物
の温度に厳密に依存する。温度が高くなるにつれて、接触角は、より低くなる。岩石融解
物によるオリフィス板の湿潤性は、岩石融解物中に典型的に存在する高い酸化鉄含有量の
ため、従来のガラスによるものよりもはるかに高い。これは、溶融岩石（特に、玄武岩）
をノズルの外側に上昇させ、拡散させ、最終的に、オリフィス板の下側全体を被覆させる
。融解物は、繊維引出を継続し得る前に、面倒な洗浄動作によって除去される必要がある
。本問題は、カウンタボアを伴うノズルを提供することによって、またはノズル壁を可能
な限り薄くすることによって事実上排除され得ることが見出された。繊維がノズルから引
き出される前に、融解物は、これを通して流動し、ノズルの退出口を構成する環状リング
から懸下される液滴を形成し、次いで、溶解物の粘度が繊維引出のために好適な範囲内で
あるという条件で、メニスカスを介してノズルに付着した繊維を残して離れるように落下
する。本方式で融解物の液滴が形成され、離れるように落下するためにかかる時間は、液
滴のサイズの関数であり、これは、ひいては、環状リングの面積の関数である。したがっ
て、退出口におけるノズルの壁が薄いほど、液滴は、より速く形成され、ノズルの外側垂
直面を湿潤させる傾向は、より低くなる。米国特許出願公開第２００６／０２１８９７２
号（参照することによって本明細書に組み込まれる）は、孔のみを伴い、いかなるノズル
も設置されない平坦なオリフィス板を提供することによって本問題に対処している。しか
しながら、そのような配列は、経時的に湿潤する傾向を増加させる。
【００２１】
　ノズルに関するこれらの問題は、再び、岩石融解物の性質によって悪化し、ガラス繊維
形成技術を火成岩から生産される繊維の生産に単に移行させることによって解決されるこ
とができない。したがって、岩石繊維を製造するためのシステムおよび方法の融解技術に
おける改良だけではなく、また、繊維形成側面における改良の必要性がある。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００２２】
【非特許文献１】Ｄｚｈｉｇｉｒｉｓ，　ｅｔ　ａｌ．の「Ｂａｓｉｃｓ　ｏｆ　ｂａｓ
ａｌｔ　ｆｉｂｅｒｓ　ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ」（Ｔｅｐｌｏｅｎｅｒｇｅｔｉｃ，　２
００２年）
【非特許文献２】Ｔｒｉｅｒの「Ｇｌａｓｓ　Ｆｕｒｎａｃｅｓ，　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｃｏ
ｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ」（Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ｇｌａ
ｓｓ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，　２０００年，（第２章、第６章、および第８章））
【非特許文献３】Ｌｏｗｅｎｓｔｅｉｎ，の「Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ　ｏｆ　Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｇｌａｓｓ　Ｆｉｂｒｅｓ」（Ｅｌｓｅｖｉ
ｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ　Ｂ．Ｖ　１９８３年　（第４章）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本開示は、限定ではないが、流紋岩、石英安山岩、安山岩、玄武岩、輝緑岩、花崗岩、
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花崗閃緑岩、閃緑岩、斑糲岩、および同等物、およびそれらの混合物を含む、火成岩から
の連続的繊維の製造のための完全に電気的な装置を提供することによって、従来技術の欠
陥の少なくともいくつかに対処する。ある実施形態では、開示される装置および方法は、
少なくとも４０％～７０％のシリカ含有量を伴う火山岩および深成岩から、直径が少なく
とも５ミクロンの高品質、完全に均質、延性、かつ連続的な繊維を製造する。そのような
繊維は、高い機械的強度および非常に優れた化学および温度抵抗を有する。開示される方
法および装置によって生産される繊維は、限定ではないが、建設産業、化学、極低温、お
よび石油産業、自動車および海洋産業、および宇宙、防衛、および弾道用途、耐火および
耐熱、防音、土木工学およびパイプ、および高圧タンクおよびシリンダを含む、種々の産
業における多数のハイテク用途において使用されることができる。
【００２４】
　火成岩から連続的繊維を製造するための開示される装置および方法は、誘導電力および
周波数の適切な組み合わせを通して優れた撹拌効果を生産することによって、全ての好適
な火成岩を融解させることが可能であり、均質化が融解段階中に起こるため、特殊な均質
化チャンバ／区域の必要性を排除する。本装置は、均質化のためにいかなる機械的手段も
要求せず、冷点および極端な温度勾配が欠如する均質な融解物を達成する。
【００２５】
　本開示は、ある実施形態において、したがって、火成岩から繊維を生産する方法として
説明され、本方法は、大量の破砕された火成岩を火炉チャンバに追加するステップであっ
て、火炉チャンバは、電気誘導コイルによって包まれる、ステップと、火炉チャンバに追
加された大量の破砕された火成岩を加熱し、大量の火成岩の少なくとも一部において実質
的に均質な岩石融解物を生産するために効果的なように、交流電流を誘導コイルに印加す
るステップと、均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を繊維形成チャンバを通して通過
させ、続けて、繊維形成チャンバからの大量の火成岩の少なくとも一部を、繊維を生産す
るために効果的な制御された温度下で繊維形成オリフィスを通して通過させるステップで
あって、繊維形成チャンバは、電気誘導コイルで包まれ、繊維形成チャンバ内の均質な岩
石融解物部分の温度は、繊維形成チャンバを囲繞する誘導コイルにおける電流の電力およ
び周波数によって制御される、ステップとを含むことができる。本方法はまた、繊維形成
オリフィスにおける温度を、特定のバッチ材料から繊維を形成するための最適な温度であ
る、標的温度の２０°～７０°、またはいくつかの実施例では、３０℃～６０℃以内、ま
たは５℃～１０℃またはそれを下回るもの以内に制御するステップを含み得る。適切な温
度は、例えば、岩石融解物を均質な状態に維持するために十分に高く、材料が繊維形成オ
リフィスを通して外に引き出され、オリフィス板の過剰な湿潤を伴わずに繊維を形成する
ことを可能にするために十分に低温であるべきである。
【００２６】
　開示される方法はさらに、繊維形成チャンバの中に均質な岩石融解物部分を通過させる
ステップに先立って、該均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を、電気誘導コイルによ
って囲繞される調整チャンバを通して通過させ、調整チャンバの少なくとも一部において
層流を生産するために効果的なように、均質な岩石融解物部分を冷却するステップを含む
ことができる。調整チャンバおよび繊維形成チャンバを囲繞する電気誘導コイルは、同一
または異なる発電機または回路に接続され得る、または回路の電力および周波数は、個別
に制御され得ることを理解されたい。
【００２７】
　ある実施形態では、大量の破砕された火成岩は、火炉チャンバに追加されるステップに
先立って予熱されることができ、予熱ステップは、少なくとも部分的に、火炉チャンバか
らの高温排気ガスを破砕された火成岩のバッチを含有するバッチ投入機に移送することに
よって遂行されることができる。動作中、大量の破砕された火成岩が、予熱され、次いで
、シュートまたはランプを辿って火炉チャンバの中に放出され、バッチは、次いで、約１
，２００℃～約３，０００℃の温度まで加熱される。ある実施形態では、温度は、各特定
の出発材料の組成に応じて変動するであろう最適な融解温度を決定するために、火成岩の
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事前試験によって決定される。
【００２８】
　火炉チャンバは、第１の区域と、アンダーフローバッフルによって第１の区域から分離
される第２の区域とに分割されることができ、該第２の区域は、該火炉チャンバの壁にお
ける開口部を通して調整チャンバと流体連通する。調整チャンバは、調整チャンバと１つ
以上の繊維形成チャンバとの間に流体連通を提供する、その底面における１つ以上の開口
部を含むことができる。繊維形成チャンバは、繊維形成チャンバの内面上にスカルの層を
形成するために効果的なように、繊維形成チャンバの壁を冷却するために効果的な温度水
ジャケットで包まれることができる。ある実施形態では、破砕された火成岩は、玄武岩を
含むことができ、また、長石、石英、準長石、橄欖石、輝石、角閃石、および雲母のうち
の少なくとも１つを含むことができる。火成岩はまた、流紋岩、石英安山岩、安山岩、玄
武岩、輝緑岩、花崗岩、花崗閃緑岩、閃緑岩、または斑糲岩のいずれかを含むことができ
る。ある実施形態では、火成岩は、主として、機械的または化学的性質の改良、例えば、
または改良された遮蔽または放射線耐性等の生産される繊維の選択される性質に影響を及
ぼすために、ある他の鉱物の混合物を伴う玄武岩である。ある実施形態では、破砕された
岩石サンプルは、限定ではないが、ジルコニウム、ホウ素、カドミウム、ハフニウム、ガ
ドリニウム、またはユーロピウムを含む化学元素を含有し得る鉱物を含むことができる。
【００２９】
　またさらなる好ましい実施形態では、本方法は、少なくとも調整チャンバおよび繊維形
成チャンバ内に温度センサを配置し、温度センサからコンピュータによって受信されるフ
ィードバックに基づいて、誘導コイル内の電流のコンピュータ化制御を通して、調整チャ
ンバおよび繊維形成チャンバ内の温度を制御するステップを含むことができる。
【００３０】
　本開示は、したがって、ある実施形態では、
　繊維に変換されるべき大量の破砕された火成岩を取得するステップと、
　該大量の破砕された火成岩のバッチおよび任意の要求されるまたは随意の添加物をバッ
チ投入機内に配置し、該バッチを予熱するステップと、
　該バッチを融解火炉の第１のチャンバに輸送するステップであって、融解火炉は、第１
の電気誘導コイルによって包まれる、ステップと、
　バッチにおける全ての鉱物の融点を上回る温度までバッチを加熱し、均質な岩石融解物
を生産するために効果的なように、交流電流を第１の誘導コイルに印加するステップと、
　アンダーパスバッフルの下の均質な岩石融解物を融解火炉の第２のチャンバの中に流動
させるステップと、
　第２のチャンバからの均質な岩石を、該融解火炉の該第２のチャンバの壁の上側部分に
おける開口部を通して調整チャンバの中に流動させるステップであって、該調整火炉は、
第２の誘導コイルによって包まれる、ステップと、
　岩石融解物の伝導性撹拌を抑制し、温度が減少し、調整された岩石融解物を生産するこ
とを可能にするために効果的なように、電流を第２の誘導コイルに印加するステップと、
　該調整された岩石融解物を複数の繊維形成チャンバの中に流動させるステップであって
、各繊維形成チャンバは、繊維形成チャンバ誘導コイルで包まれる、ステップと、
　調整された融解物を繊維形成温度に到達させ、それにおいて維持するために効果的なよ
うに、電流を繊維形成チャンバ誘導コイルに印加するステップと、
　繊維形成チャンバからの調整された融解物を、各繊維形成チャンバの底面における複数
のオリフィスを通して流動させ、該オリフィスの少なくとも一部から押出された繊維を生
産するステップと、
　それらがオリフィスから出現する際に、該繊維に対して水ミストを噴霧することによっ
て、繊維を衝撃冷却するステップと、
　ギャザリングシューを用いて個々の繊維を複数のストランドに寄せ集めるステップと、
　ワインダ上で該ストランドのそれぞれを巻回するステップとを含む、繊維を生産する方
法として説明されることができる。
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【００３１】
　本方法はさらに、
　繊維に変換されるべき大量の破砕された火成岩を取得するステップと、
　該大量の破砕された火成岩のバッチをバッチ投入機内に配置するステップと、
　該バッチを予熱するステップと、
　該バッチを融解火炉の第１のチャンバに輸送するステップであって、融解火炉は、電気
誘導コイルによって包まれる、ステップとを繰り返すステップを含む、連続的処理を含む
ことができる。付加的繰り返し可能ステップはさらに、該融解火炉の該第２の区域から加
熱されたガスを除去し、該ガスを該バッチ投入機の中に流動させるステップと、コンピュ
ータを用いて該火炉およびチャンバ内の温度を制御するステップであって、コンピュータ
は、該調整チャンバ内および該繊維形成チャンバのそれぞれの中に配置される温度センサ
から温度データを受信し、該温度センサから受信されたデータに基づいて、電力レベルお
よびＡＣ周波数を制御する、ステップとを含み得る。
【００３２】
　繊維の生産において使用するための火成岩を調製する開示される方法はまた、未加工の
破砕された火成岩を融解火炉内に配置するステップであって、融解火炉は、発電機に電気
的に接続される電気誘導コイルによって包まれる、ステップと、十分な電力を用いて該発
電機から該誘導コイルに高周波数ＡＣ電流を印加し、該火成岩の全ての鉱物構成物のガラ
ス融点を上回って温度を上昇させるステップとを含むことができる。
【００３３】
　ある実施形態では、本開示はまた、
　破砕された玄武岩または未加工火成岩を受容するためのホッパを備える、バッチ投入機
と、
　未加工玄武岩または火成岩のバッチを受容するための開口部とともに構成される、融解
火炉であって、投入されたバッチを受容するための第１の区域および調製された融解物の
ための第２の区域に分割されるチャンバを備え、第１および第２の区域は、アンダーフロ
ーバッフルによって分割され、第２の区域の壁は、アンダーパスバッフルの下の通路より
も、融解火炉チャンバの上部に近接して位置付けられる退出開口部を形成する、融解火炉
と、
　該融解火炉の周囲に包まれる、融解火炉電気誘導コイルと、
　該融解火炉電気誘導コイルに電気的に接続される、第１の発電機および高周波数コンバ
ータと、
　該第２の区域を該バッチ投入機に接続する空気チャネルであって、該空気チャネルは、
ポンプを備え、該ポンプは、融解チャンバからガスを引き込み、該ガスをバッチ投入機に
送達するように構成される、空気チャネルと、
　該融解火炉の壁において配置され、１つ以上の第１の水供給および熱交換器ユニットに
接続される、冷却ジャケットと、
　第１の端部および第２の端部を伴う水平チャネルを備える、調整チャンバであって、該
退出開口部を通して該第２の区域と流体連通し、調整チャンバの底面壁は、該第２の端部
に向かって調整チャンバの長さに沿って離間関係における複数の開口部を形成する、調整
チャンバと、
　調整チャンバの周囲に包まれる、調整チャンバ電気誘導コイルと、
　該調整チャンバ電気誘導コイルに電気的に接続される、第２の発電機および高周波数コ
ンバータと、
　該調整チャンバの壁において配置され、１つ以上の第２の水供給および熱交換器ユニッ
トに接続される、冷却ジャケットと、
　複数の繊維形成チャンバであって、それぞれ、調整チャンバの下方に配置され、調整チ
ャンバの底面壁における該開口部のうちの１つを通して調整チャンバと流体連通し、各繊
維形成チャンバは、該繊維形成チャンバのそれぞれの底部において配置される繊維形成面
を備え、さらに、各繊維形成面は、これがオリフィスを通過する際に岩石融解物からフィ
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ラメントを形成するように定寸および構成される複数のオリフィスを備える、複数の繊維
形成チャンバと、
　各繊維形成チャンバの周囲に包まれる、繊維形成チャンバ電気誘導コイルと、
　各繊維形成チャンバ電気誘導コイルに電気的に接続される、第３の発電機および高周波
数コンバータと、
　各繊維形成チャンバの壁において配置され、第３の水供給および熱交換器ユニットに接
続される、冷却ジャケットとを備える、繊維を生産するための装置として説明されること
ができる。水ジャケットまたは冷却ジャケットは、チャンバ毎に別個に制御され得る、ま
たはチャンバのうちの１つ以上のものは、共通の冷却水供給源を共有し得ることを理解さ
れたい。
【００３４】
　開示される装置はさらに、融解火炉、調整チャンバ、および各繊維形成チャンバ内に配
置される複数の温度センサ、それらが該オリフィスから出現する際にフィラメントに対し
てミストを噴霧するように構成される、複数の水噴霧器、それぞれ、該繊維形成チャンバ
のうちの１つからの繊維を統合するように構成される、１つ以上のギャザリングシュー、
該シューのうちの１つ以上のものからフィラメントを受容するように構成される、１つ以
上のワインダ、および該装置から温度および水流量データを受信し、該発電機、周波数コ
ンバータ、および水供給源を制御し、必要に応じて、加熱火炉の中に付加的バッチを導入
するステップを制御するように構成される、１つ以上のコンピュータのうちの１つ以上の
ものを含むことができる。バッチ投入機は、したがって、ホッパの排出を促進するように
構成される、該ホッパへの振動を提供するように構成されるモータを含むことができる。
【００３５】
　ある実施形態では、本装置はさらに、それぞれ、水供給および熱交換ユニットと流体連
通する、銅またはステンレス鋼管を備える、冷却ジャケット、限定ではないが、５００ｋ
Ｗ発電機であり得る、第１の発電機、１つ以上の第２の発電機であって、限定ではないが
、２５０ｋＷ発電機であり得る、第２の発電機、および空気冷却器または冷却塔を備える
、熱交換ユニットのうちの１つ以上のものを含むことができる。各繊維形成面は、金属板
、セラミック板、または金属およびセラミック板の組み合わせを備えることができ、金属
板は、白金または白金合金を備えることができ、該繊維形成面はそれぞれ、約２００～２
，０００個のオリフィスを備える。ある実施形態では、繊維形成チャンバは、形状が円筒
形であり得、繊維形成面は、丸形であり、実質的に繊維形成チャンバの底面全体を形成す
る。
【００３６】
　本明細書に説明される発電機は、代表的にすぎず、材料の任意の特定のバッチのために
使用される電力および周波数は、本装置の容量、処理されている材料、および要求される
温度に依存するであろうことを理解されたい。例えば、１時間あたり１５０ｋｇの融解物
の容量を伴う装置は、例えば、３ＭＨｚの周波数において５００ｋＷの電力を提供する第
１の（主要）発電機を利用し、２，６００℃の融解温度を達成し、１０ｋＨｚの周波数に
おいて２００ｋＷの電力を提供する二次発電機を利用し、１，５００℃の温度を達成し、
１つの繊維形成面は、最大２，４００個のオリフィスを含むことができる。産業規模に関
して、１時間あたり１，２００ｋｇの融解物の容量を伴う装置は、例えば、最大３０ＭＨ
ｚの周波数において４ＭＷの電力を提供する主要発電機を利用し、３，０００℃の融解温
度を達成し、それぞれ、最大１００ｋＨｚの周波数において３００ｋＷの電力を提供する
１つ以上の二次発電機を利用し、１，５００℃の融解温度を達成し、合計で約１，０００
～約６，０００個のオリフィスになる複数の繊維形成デバイスを利用し得ることをさらに
理解されたい。より小さい、またははるかに大きい火炉が、採用され得、コイルに提供さ
れる電力および周波数は、特定の未加工供給原料および連続的出力容量に調整されること
を理解されたい。本開示される装置および方法において使用するための発電機は、したが
って、例えば、必要に応じて、そして約６０Ｈｚ～１００ｋＨｚまたは約１ｋＨｚ～１０
０ＭＨｚの適合する周波数において約１ｋＷ～１０ＭＷ以上の電力出力が可能なものを含
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むことができる。
【００３７】
　本開示はまた、ある実施形態では、開示されるプロセスによって作製される繊維として
説明されることができる。そのような繊維は、未加工材料、意図される使用、および繊維
形成面の構造に応じて、１ミクロン（μｍ）～１００μｍ以上の直径を伴う繊維を含むこ
とができる。繊維は、例えば、１μｍ、２μｍ、３μｍ、４μｍ、５μｍ、６μｍ、７μ
ｍ、８μｍ、９μｍ、１０μｍ、１２μｍ、１５μｍ、１７μｍ、２０μｍ、２５μｍ、
３０μｍ、３５μｍ、４０μｍ、４５μｍ、５０μｍ、５５μｍ、６０μｍ、６５μｍ、
７０μｍ、７５μｍ、８０μｍ、８５μｍ、９０μｍ、９５μｍ、または１００μｍ、ま
たはその範囲内の任意の他の具体的サイズの直径を含むことができる。開示される繊維は
、顕微鏡的に視認されると、融合されていない結晶性粒子がない、または実質的になくて
もよい。実質的にないとは、繊維の体積または断面積の少なくとも８０％、または少なく
とも９０％、または９９％を上回るものが、いかなる可視の結晶性粒子も含有しないこと
を意味する。結晶性粒子のない繊維のビューが、図５Ｃおよび５Ｄに顕微鏡的に示される
。図に見られ得るように、開示されるプロセスによって作製された繊維（５Ｃおよび５Ｄ
）は、可視の結晶性粒子がない一方、従来の繊維形成プロセスによって作製された図５Ａ
および５Ｂの繊維は、矢印によって示されるように、容易に可視の高レベルの結晶性粒子
を含有する。
　本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　火成岩から繊維を生産する方法であって、前記方法は、
　大量の破砕された火成岩を火炉チャンバに追加するステップであって、前記火炉チャン
バは、少なくとも部分的に、第１の電気誘導コイルにおいて囲繞される、ステップと、
　前記火炉チャンバに追加された前記大量の破砕された火成岩を加熱し、前記大量の火成
岩の少なくとも一部において均質な岩石融解物を生産するために効果的なように、交流電
流を前記第１の誘導コイルに印加するステップと、
　前記均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を繊維形成チャンバを通して通過させ、続
けて、前記繊維形成チャンバからの前記大量の火成岩の少なくとも一部を、繊維を生産す
るために効果的な制御された温度下で繊維形成オリフィスを通して通過させるステップで
あって、前記繊維形成チャンバは、少なくとも部分的に、第２の電気誘導コイルによって
囲繞され、前記繊維形成チャンバ内の前記均質な岩石融解物部分の温度は、少なくとも部
分的に、前記第２の誘導コイルにおける電流の電力および周波数によって制御される、ス
テップと
　を含む、方法．
（項目２）
　前記繊維形成オリフィスにおける前記制御された温度は、標的温度の２０℃～７０℃以
内に制御される、項目１に記載の方法。
（項目３）
　前記繊維形成オリフィスにおける前記制御された温度は、標的温度の３０℃～６０℃以
内に制御される、項目１に記載の方法。
（項目４）
　前記繊維形成チャンバの中に前記均質な岩石融解物部分を通過させるステップに先立っ
て、前記均質な岩石融解物部分の少なくとも一部を、第３の電気誘導コイルによって少な
くとも部分的に囲繞される調整チャンバを通して通過させ、前記調整チャンバの少なくと
も一部において層流を生産するために効果的なように、前記均質な岩石融解物部分を冷却
するステップをさらに含む、項目１に記載の方法。
（項目５）
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されるステップに先立って予
熱される、項目１に記載の方法。
（項目６）
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　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されるステップに先立って、
前記火炉チャンバからの排気ガスによって加熱される、項目１に記載の方法。
（項目７）
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバに追加されるステップに先立ってバ
ッチ投入機内に保持され、前記火炉チャンバからの排気ガスは、前記バッチ投入機の中に
圧送される、項目６に記載の方法。
（項目８）
　前記大量の破砕された火成岩は、前記火炉チャンバ内で約１，３００℃～約３，０００
℃の温度まで加熱される、項目１に記載の方法。
（項目９）
　前記火炉チャンバは、第１の区域および第２の区域に分割され、前記第２の区域は、前
記火炉チャンバの壁における開口部を通して前記調整チャンバと流体連通する、項目４に
記載の方法。
（項目１０）
　前記第１の区域および前記第２の区域は、アンダーフローバッフルによって分離される
、項目９に記載の方法。
（項目１１）
　前記破砕された火成岩は、玄武岩を備える、項目１に記載の方法。
（項目１２）
　前記破砕された火成岩は、長石、石英、準長石、橄欖石、輝石、角閃石、および雲母の
うちの少なくとも１つを備える、項目１に記載の方法。
（項目１３）
　前記破砕された火成岩は、流紋岩、石英安山岩、安山岩、玄武岩、輝緑岩、花崗岩、花
崗閃緑岩、閃緑岩、または斑糲岩を備える、項目１に記載の方法。
（項目１４）
　少なくとも前記調整チャンバおよび前記繊維形成チャンバ内に温度センサを配置し、前
記温度センサからコンピュータによって受信されるフィードバックに基づいて、前記第２
および第３の誘導コイル内の電流のコンピュータ化制御を通して、前記調整チャンバおよ
び繊維形成チャンバ内の温度を制御するステップをさらに含む、項目４に記載の方法。
（項目１５）
　繊維を生産する方法であって、
　繊維に変換されるべき大量の破砕された火成岩を取得するステップと、
　バッチを融解火炉に輸送するステップであって、前記融解火炉は、少なくとも部分的に
、第１の電気誘導コイルによって囲繞される、ステップと、
　前記バッチにおける全ての鉱物の融点を上回る温度まで前記バッチを加熱し、前記バッ
チの少なくとも一部において均質な岩石融解物を生産するために効果的なように、交流電
流を前記第１の誘導コイルに印加するステップと、
　前記均質な岩石融解物を、前記融解火炉の壁の上側部分における開口部を通して調整チ
ャンバの中に流動させるステップであって、前記調整火炉は、少なくとも部分的に、第２
の誘導コイルによって囲繞される、ステップと、
　岩石融解物の伝導性撹拌を抑制し、温度が減少し、調整された岩石融解物を生産するこ
とを可能にするために効果的なように、電流を前記第２の誘導コイルに印加するステップ
と、
　前記調整された岩石融解物を複数の繊維形成チャンバの中に流動させるステップであっ
て、各繊維形成チャンバは、少なくとも部分的に、繊維形成チャンバ誘導コイルによって
囲繞される、ステップと、
　調整された融解物を繊維形成温度に到達させ、それにおいて維持するために効果的なよ
うに、電流を前記繊維形成チャンバ誘導コイルに印加するステップと、
　繊維形成チャンバからの調整された融解物を、繊維形成チャンバの底面における複数の
オリフィスを通して流動させ、前記オリフィスの少なくとも一部から押出された繊維を生
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産し、それによって、繊維を形成するステップと
　を含む、方法。
（項目１６）
　前記破砕された火成岩は、前記融解火炉に輸送されるステップに先立って、バッチ投入
機内で予熱される、項目１５に記載の方法。
（項目１７）
　前記融解火炉は、第１の区域および第２の区域に分割され、前記均質な岩石融解物は、
前記融解火炉の第２の区域の壁における開口部を通して前記調整チャンバに進入する、項
目１５に記載の方法。
（項目１８）
　前記第１の区域は、アンダーパスバッフルによって前記第２の区域から分離される、項
目１７に記載の方法。
（項目１９）
　前記繊維が前記オリフィスから出現する際に、前記繊維に対して水ミストを噴霧するこ
とによって、前記繊維を衝撃冷却するステップをさらに含む、項目１５に記載の方法。
（項目２０）
　ギャザリングシューを用いて個々の繊維を複数のストランドに寄せ集めるステップをさ
らに含む、項目１５に記載の方法。
（項目２１）
　ワインダ上で前記ストランドのうちの１つ以上のものを巻回するステップをさらに含む
、項目２０に記載の方法。
（項目２２）
　繊維に変換されるべき第２および後続の量の破砕された火成岩を取得し、前記破砕され
た火成岩を前記融解火炉に輸送し、前記融解火炉から前記繊維形成チャンバへの均質な岩
石融解物の流量を維持することによって、連続的プロセスにおいて繊維を生産するステッ
プをさらに含む、項目１５に記載の方法。
（項目２３）
　加熱されたガスが、前記バッチ投入機内の前記破砕された火成岩を予熱するために効果
的なように、前記融解火炉から除去され、前記バッチ投入機の中に流動される、項目１６
に記載の方法。
（項目２４）
　コンピュータを用いて前記融解火炉、調整チャンバ、および繊維形成チャンバ内の温度
を制御するステップをさらに含み、前記コンピュータは、融解火炉、前記調整チャンバ、
および前記繊維形成チャンバのうちの１つ以上のものの中に配置された温度センサから温
度データを受信し、前記温度センサから受信されたデータに基づいて、電力レベルおよび
ＡＣ周波数を制御する、項目１５に記載の方法。
（項目２５）
　繊維の生産において使用するための火成岩を調製する方法であって、
　融解火炉内に破砕された火成岩を配置するステップであって、前記融解火炉は、少なく
とも部分的に、発電機に電気的に接続される電気誘導コイルによって囲繞される、ステッ
プと、
　十分な電力を用いて前記発電機から前記誘導コイルに高周波数ＡＣ電流を印加し、前記
火成岩の全ての鉱物構成物のガラス融点を上回って前記破砕された火成岩の温度を上昇さ
せるステップと
　を含む、方法。
（項目２６）
　繊維を生産するための装置であって、
　未加工玄武岩または火成岩のバッチを受容するための開口部とともに構成される、融解
火炉であって、前記融解火炉は、投入されたバッチを受容するための第１の区域および調
製された融解物のための第２の区域に分割されるチャンバを備え、前記第１および第２の
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区域は、アンダーフローバッフルによって分割され、前記第２の区域の壁は、前記アンダ
ーパスバッフルの下の通路よりも、前記融解火炉チャンバの上部に近接して位置付けられ
る退出開口部を形成する、融解火炉と、
　少なくとも部分的に、前記融解火炉の周囲に配置される、融解火炉電気誘導コイルと、
　前記融解火炉電気誘導コイルに電気的に接続される、発電機および高周波数コンバータ
と、
　前記融解火炉の壁において配置され、１つ以上の水供給および熱交換器ユニットに接続
される、冷却ジャケットと、
　第１の端部および第２の端部を伴う水平チャネルを備える、調整チャンバであって、前
記調整チャンバは、前記退出開口部を通して前記第２の区域と流体連通し、前記調整チャ
ンバの底面壁は、前記第２の端部に向かって前記調整チャンバの長さに沿って離間関係に
おける複数の開口部を形成する、調整チャンバと、
　少なくとも部分的に、前記調整チャンバの周囲に配置される、調整チャンバ電気誘導コ
イルと、
　前記調整チャンバ電気誘導コイルに電気的に接続される、発電機および高周波数コンバ
ータと、
　前記調整チャンバの壁において配置され、１つ以上の水供給および熱交換器ユニットに
接続される、冷却ジャケットと、
　複数の繊維形成チャンバであって、それぞれ、前記調整チャンバの下方に配置され、前
記調整チャンバの底面壁における前記開口部のうちの１つを通して前記調整チャンバと流
体連通し、各繊維形成チャンバは、前記繊維形成チャンバのそれぞれの底部において配置
される繊維形成面を備え、さらに、各繊維形成面は、フィラメントがオリフィスを通過す
る際に岩石融解物から該フィラメントを形成するように定寸および構成される複数のオリ
フィスを備える、複数の繊維形成チャンバと、
　少なくとも部分的に、各繊維形成チャンバの周囲に配置される、繊維形成チャンバ電気
誘導コイルと、
　各繊維形成チャンバ電気誘導コイルに電気的に接続される、発電機および高周波数コン
バータと、
　各繊維形成チャンバの壁において配置され、水供給および熱交換器ユニットに接続され
る、冷却ジャケットと
　を備える、装置。
（項目２７）
　破砕された玄武岩または火成岩を受容し、前記破砕された玄武岩または火成岩を前記融
解火炉の前記第１の区域の中に流動させるためのホッパを備える、バッチ投入機をさらに
備える、項目２６に記載の装置。
（項目２８）
　前記第２の区域を前記バッチ投入機に接続する空気チャネルをさらに備え、前記空気チ
ャネルは、ポンプを備え、前記ポンプは、前記融解チャンバからガスを引き込み、前記ガ
スをバッチ投入機に送達するように構成される、項目２７に記載の装置。
（項目２９）
　前記融解火炉、前記調整チャンバ、および１つ以上の繊維形成チャンバ内に配置される
複数の温度センサをさらに備える、項目２６に記載の装置。
（項目３０）
　フィラメントが前記オリフィスから出現する際に該フィラメントに対してミストを噴霧
するように構成される、複数の水噴霧器をさらに備える、項目２６に記載の装置。
（項目３１）
　１つ以上のギャザリングシューをさらに備え、前記１つ以上のギャザリングシューのそ
れぞれは、前記繊維形成チャンバのうちの１つからの繊維を統合するように構成される、
項目２６に記載の装置。
（項目３２）
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　前記シューのうちの１つ以上のものからフィラメントを受容するように構成される、１
つ以上のワインダをさらに備える、項目２６に記載の装置。
（項目３３）
　前記装置から温度および水流量データを受信し、前記発電機、周波数コンバータ、およ
び水供給源を制御するように構成される、コンピュータをさらに備える、項目２６に記載
の装置。
（項目３４）
　前記バッチ投入機は、前記ホッパの排出を促進するように構成される、前記ホッパへの
振動を提供するように構成されるモータを備える、項目２７に記載の装置。
（項目３５）
　前記冷却ジャケットのうちの１つ以上のものは、１つ以上の水供給および熱交換ユニッ
トと流体連通する銅またはステンレス鋼管を備える、項目２６に記載の装置。
（項目３６）
　少なくとも１つの発電機は、１００ｋＨｚ～３０ＭＨｚの周波数において５００ｋＷ～
１０ＭＷの電力を提供する、項目２６に記載の装置。
（項目３７）
　少なくとも１つの発電機は、６０Ｈｚ～１００ｋＨｚの周波数において５０ｋＷ～５０
０ｋＷの電力を提供する、項目２６に記載の装置。
（項目３８）
　前記熱交換ユニットはそれぞれ、空気冷却器または冷却塔を備える、項目２６に記載の
装置。
（項目３９）
　各繊維形成面は、金属板を備える、項目２６に記載の装置。
（項目４０）
　前記金属板は、白金または白金合金を備える、項目３９に記載の装置。
（項目４１）
　前記繊維形成面はそれぞれ、１００～４，０００個のオリフィスを備える、項目２６に
記載の装置。
（項目４２）
　前記繊維形成チャンバは、形状が円筒形であり、前記繊維形成面は、丸形であり、実質
的に前記繊維形成チャンバの底面全体を形成する、項目２６に記載の装置。
（項目４３）
　項目１に記載のプロセスによって作製される、繊維。
（項目４４）
　前記繊維は、１μｍ～１００μｍの直径を有する、項目４３に記載の繊維。
（項目４５）
　前記繊維は、５μｍ～７５μｍの直径を有する、項目４３に記載の繊維。
（項目４６）
　前記繊維は、８μｍ～１５μｍの直径を有する、項目４３に記載の繊維。
（項目４７）
　前記繊維は、顕微鏡的に視認されると、融合されていない鉱物が実質的にない、項目３
３に記載の繊維。
 
【図面の簡単な説明】
【００３８】
　以下の図面は、本明細書の一部を形成し、本発明のある側面をさらに実証するために含
まれる。本開示は、本明細書に提示される具体的実施形態の詳細な説明との組み合わせに
おいてこれらの図面のうちの１つ以上のものを参照することによって、より深く理解され
ることができる。
【００３９】
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【図１】図１は、火成岩から繊維を生産するための当分野で公知であるような典型的な火
炉システムの概略図面である。
【００４０】
【図２】図２は、繊維生産装置の好ましい実施形態の概略図面である。
【００４１】
【図３】図３は、好ましいプロセスのフロー図である。
【００４２】
【図４Ａ】図４Ａは、繊維形成デバイスの実施形態の側面断面図である。
【００４３】
【図４Ｂ】図４Ｂは、図４Ａの繊維形成デバイスの底部からの等角図である。
【００４４】
【図５－１】図５Ａ－５Ｄは、従来の融解方法によって作製された繊維（５Ａおよび５Ｂ
）および開示される方法および装置によって作製された繊維（５Ｃおよび５Ｄ）の顕微鏡
図である。
【図５－２】図５Ａ－５Ｄは、従来の融解方法によって作製された繊維（５Ａおよび５Ｂ
）および開示される方法および装置によって作製された繊維（５Ｃおよび５Ｄ）の顕微鏡
図である。
【発明を実施するための形態】
【００４５】
　開示される装置および方法は、少なくとも、それらが炉断熱のための耐熱物質を利用せ
ず、それらが撹拌のための機械的装置を伴わずに最大３，０００℃まで岩石融解物を均質
に加熱する能力を有するため、従来の火炉技術を用いて繊維を生産することの問題の少な
くともいくつかに対処する。これは、石英／珪岩、フォルステライト、コランダム、ジル
コニウム等の不融性鉱物の存在下でも岩石融解物の１００％均質な状態を達成することが
できる。さらに、火炉壁上のスカルの層の形成は、高温および積極的な融解物の影響から
火炉を保護し、壁の摩耗を低減させ、火炉寿命を大幅に延ばす。本開示の火炉は、従来の
岩石融解技術において使用される火炉に関する２～５年の寿命と比較して、例えば、２０
～３０年の有用な寿命を有する可能性が高いと考えられる。
【００４６】
　火炉内で火成岩を融解させる３つの基本的段階、すなわち、始動（初期照明および／ま
たは標的温度までの加熱を含む）、ルーチン動作、および、典型的には、修復または保守
のための運転停止が存在する。従来のタンク火炉設計および耐熱材料の技術的限定に起因
して、照明および加熱の始動プロセスは、通常、温度が増加するにつれて構造への調節を
伴う温度の漸進的逓増を要求し、プロセスは、平均して最大２０日かかる。従来の火炉に
関する運転停止のための時間は、冷却中に耐熱物質の亀裂および破壊を回避するために、
始動にほぼ等しい。従来の火炉タンクに関する通常の動作モード中、融解物、特に、火成
岩のような暗い融解物の慣性に起因して、多くの場合、非効率性を被る。ガスまたは加熱
電極等の従来の加熱デバイスは、局所的に作用し、体積全体を通して温度不連続を存在さ
せる。ある場合では、均質な温度を達成するために、数時間かかり得る。
【００４７】
　対照的に、開示される装置および方法は、変化する磁場によって融解物内に誘発される
、渦電流として公知の円形電流を通して、融解物の体積全体に対して均一な熱効果を達成
することができる。フーコー電流とも呼ばれる渦電流は、ファラデーの誘導法則に起因し
て、導体内の変化する磁場によって導体内に誘発される電流のループである。渦電流は、
磁場に垂直な平面内で、導体内で閉ループにおいて流動する。本プロセスは、本場合では
導体としての役割を果たす、融解物の全体積の全体を通して熱を均一に分配する。本開示
の装置に関する始動および運転停止のための手順は、たった１時間で行うことができ、融
解物の本体全体の融解温度の調節は、数分で行うことができる。本プロセスは、したがっ
て、非常に柔軟性があり、長い遅延を伴わずに必要に応じて任意の時点で停止および開始
されることができる。
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【００４８】
　連続的繊維を製造するための装置の好ましい実施形態の実施例が、図２に示される。装
置１００は、破砕された玄武岩または未加工火成岩を受容するためのホッパを含む、バッ
チ投入機１０１を含む。ホッパは、いくつかの実施形態では、約２５立方フィート、およ
び産業状況では、最大１，２００立方フィート以上のものを保持するように設計されるこ
とができ、例えば、２～５馬力またはさらには２．５馬力の１つ以上の小型モータ１２８
を含み、未加工岩石１３０を融解チャンバ１０２の中に放出するために投入物をホッパか
らトレイに振動させることができる。融解チャンバ１０２は、２つの区域、すなわち、投
入区域１３２および調製された融解物区域１３４に分割される。２つの区域は、完全な均
質化が達成されるまで、融解鉱石を投入区域内に維持するために、アンダーフローバッフ
ル１０３によって分離される。火炉チャンバ内の単一の融解物および投入区域として本明
細書に説明されるが、複数のチャンバ付き火炉が、本明細書に説明されるプロセスにおい
て採用され得、１つ以上の融解物区域が、１つ以上のバッフルによって１つ以上の投入区
域から分離される、またはアンダーフローバッフル以外のバッフルの変形例が、採用され
得ることを理解されたい。
 
【００４９】
　発電機および電力供給源１０４が、融解チャンバ１０２を包む誘導コイル１０５に電流
を提供する。ある実施形態では、高周波数（ＨＦ）コンバータを伴う５００ｋＷ電力供給
源が、使用されることができる。当然ながら、電力供給およびコンバータ周波数の選定は
、特定の用途および火炉設計に依存し、説明される電力は、好ましい実施形態の実施例で
あることを理解されたい。加えて、電力供給源およびコンバータは、示されるように単一
のデバイス内に含有されることができる、または個々の火炉設計によって要求されるよう
な別個の場所にあり得る。例えば、単一の電気コイルが、複数の火炉に役立つことができ
る、または単一の火炉またはチャンバが、複数の誘導コイルを採用することができる。
【００５０】
　ポンプ１０６が、配管１２６を通して融解チャンバからガスを引き込み、予熱のために
加熱されたガスをバッチ投入機１０１に供給する。水供給および熱交換器ユニット１０７
もまた、冷却のために融解チャンバ１０２に接続される。熱交換器は、当分野で公知の任
意のタイプであり得、火炉が動作される環境に応じて、例えば、乾燥空気冷却器および冷
却塔または他のタイプから選択されることができる。
【００５１】
　融解された岩石は、融解物が投入区域１３２からアンダーフローバッフル１０３の下に
流動し、調整チャンバの中への開口部まで上昇するように、調製された融解物区域１３４
から、融解チャンバ１０２に接続される調整チャンバ１０８の中に引き込まれる。調整チ
ャンバは、好ましくは、火炉温度から繊維形成温度まで融解物を冷却し、融解物を繊維形
成チャンバに指向させる水平チャネルとして構成される。融解物は、例えば、３，０００
℃または２，０００℃または１，８００℃または１，４００℃の範囲内の温度から、調整
チャンバ１０８内で乱流を低減させ、層流を生成する温度まで冷却されることができる。
流量は、示されるような調整チャンバ１０８の中への開口部を含む、流路の種々の点にお
いて配置される温度センサデバイス１２０によって提供される温度読取値に応答して制御
されることができる。センサは、必要に応じて本システム全体を通して配置され得、図２
に示される実施形態におけるセンサの配置は、実施例にすぎず、限定ではないことを理解
されたい。
【００５２】
　調整チャンバ１０８内の温度は、好ましい実施形態では、別個の発電機および電力供給
源１２７によって給電され、別個の水供給および熱交換器ユニット１１１によって冷却さ
れる、別個の誘導コイル１０９によって制御される。調整チャンバ１０８に関する電力供
給源１２７は、例えば、特定の実施形態において使用するための２５０ｋＷ等、より小さ
くあり得、水供給および熱交換器は、別個であるが、融解チャンバのための熱交換器と同
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一のタイプであり得る。しかしながら、調整チャンバは、より低い冷却能力要件を有し得
ることを理解されたい。
【００５３】
　複数の繊維形成チャンバ１２５が、調整チャンバ１０８のチャネルに沿って底部から延
在し、各繊維形成チャンバ１２５の中への融解物の流動のための上側開口部１３６を含む
。繊維形成チャンバの数は、融解チャンバの容量によって決定され、２個、３個、４個、
５個、１０個、２０個、またはそれを上回り得る。繊維形成チャンバは、厳密に制御され
た温度を伴う小さい火炉として見なされることができる。本特定の実施形態における各繊
維形成チャンバ１２５は、誘導コイル１１３を含み、ある実施形態では、個別に制御され
る電力供給および発電機１４０および水供給および熱交換器システム１１０を含む。各チ
ャンバ１２５の底部は、少なくとも部分的に、各繊維形成チャンバ１２５の底部に取り付
けられる白金または白金合金板等の金属板であり、随意に、ノズルの先端が付く、あるパ
ターンの開口部またはオリフィスを含み得る、繊維形成デバイス１１５によって形成され
る。冷却融解物がオリフィスを通して引き込まれ、繊維１４２を形成する際、冷却水噴霧
器１４６は、再結晶化を防止するために、ミストを用いて繊維を衝撃冷却する。繊維は、
次いで、シューデバイス１４５上でフィラメントに寄せ集められ、ワインダ１２３上で減
衰される。本プロセスは、コンピュータ化プロセス管理システム１２２を用いて制御およ
び管理されることができる。
【００５４】
　繊維形成デバイス２００の実施形態が、図４Ａおよび４Ｂに示される。図４Ｂに最良に
見られるように、繊維形成デバイス２００は、丸形であり、溶融岩石を受容する繊維形成
チャンバ１２５は、誘導コイル１１３によって包まれた水ジャケット２０６で包まれる。
チャンバの底部全体は、ノズル２１０が形成されるオリフィス（ノズル）板２０８を形成
する。本構成は、動作温度下およびオリフィス（ノズル）板の上方の溶融岩石の頂部下の
歪みを最小限にし、非常に大きいオリフィス（ノズル）板を均一な温度に維持するように
動作する。
【００５５】
　繊維形成デバイスの水冷却壁とのホットメルト接触は、固化され、スカル２１２の薄層
を形成し、これは、腐食から壁を保護するだけではなく、壁からデバイスの中心軸への指
数関数的熱分布を相殺する。スカルは、火炉裏打ちの内面上に固化した鉄またはスラグの
層であると当分野では理解される。本開示の実施形態では、丸形形状容器本体、誘導コイ
ル、およびデバイスの壁内の水温および水流量の調整は、全ての融解物本体にわたって均
一な熱分布を達成することを可能にする。水冷却肋材の設置等のいくつかの付加的配列を
用いて、開示されるデバイスは、繊維減衰プロセスに悪影響を及ぼすことなく非常に大き
いサイズ（６，０００個以上の先端）のオリフィス（ノズル）板を可能にする。本プロセ
スは、したがって、容量および生産コストの観点から、既存の従来の繊維ガラス生産プロ
セスと大いに適合する。これはまた、従来のオリフィス（ノズル）板加熱方法よりも最大
５０％エネルギー効率的である。
【００５６】
　本開示の方法の実践では、補助材料の有無を問わず、破砕された火成岩等の未加工材料
は、バッチ投入機１０１内で予熱され、一次融解物融解チャンバ１０２に移送されること
ができる。融解チャンバ１０２内で、未加工材料は、チャンバ内のホットメルトに接触し
、コイル１０５によって誘発される円形電流の結果としてホットメルトと組み合わせられ
る。未加工材料に対する伝導率および熱効果は、固体から液体への状態の完全な変化が完
了するまで増加する。融解プロセスが、初期バッチへの黒鉛リングまたは粉末のいずれか
の黒鉛の追加によって強化され得ることは、本開示の側面である。初期融解後、いかなる
さらなる強化も、必要ではない。強化剤を含み得る、または含んでいない場合がある最初
の融解生産物は、典型的には、廃棄される。
【００５７】
　動作中、発電機１０４の周波数Ｆ１および電力Ｐ１が、融解物体積全体を通して安定し
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た集中的な撹拌効果を提供し、初期未加工材料中の全ての鉱物を溶解させ、１００％均質
な材料を達成するように設定される。Ｆ１およびＰ１を調整することによって、融解温度
は、例えば、約１３００℃～約３，０００℃の範囲内に調節されることができる。
【００５８】
　融解チャンバ１０２およびアンダーフローバッフル１０３は、冷却水を連続的に供給さ
れることができる、銅またはステンレス鋼管から成ることができる。融解チャンバ１０２
およびアンダーフローバッフル１０３の壁は、壁と融解物との間に形成されるスカルによ
って保護されることができ、水流は、熱交換器ユニット１０７において融解物を冷却する
ことができる。
【００５９】
　融解プロセス中に放出されるガスは、ポンプ１０６によって融解チャンバ１０２から融
解チャンバ１０２の上部における特殊な開口部を通して圧送され、未加工材料を予熱する
ためにバッチ投入機１０１に経路指定されることができる。
【００６０】
　均質な融解物は、次いで、融解チャンバ１０２の底部レベルの上方に位置する調整チャ
ンバ１０８に進入することができる。調整チャンバ１０８は、未加工材料投入機から対向
する側上で融解チャンバ１０２に接続されることができ、融解チャンバ１０２は、アンダ
ーフローバッフル１０３によって分離される２つの区域を含むことができる。本バッフル
は、融解チャンバの投入区域側からの非溶融材料が完全に融解されることに先立って調整
チャンバに進入することを防止することができる。
【００６１】
　調整チャンバ１０８は、コイル１０８によって誘発される電流によって加熱されること
ができる。発電機１０９によって生成される周波数Ｆ２および電力Ｐ２は、調整チャンバ
１０８の内側の撹拌効果を抑制し、融解物の温度を低下させ、調整チャンバ内で乱流を低
減させ、層流を生産するレベルに設定されることができる。
【００６２】
　調整および安定化された融解物は、次いで、繊維形成チャンバ１２５に流動することが
できる。各繊維形成チャンバ１２５は、銅またはステンレス鋼管または当分野で公知の任
意の適切な材料から作製されることができ、これは、別個の水供給および熱交換器ユニッ
ト１１０によって提供される冷却水を連続的に供給されることができる。水による繊維形
成チャンバ１２５の壁の冷却は、融解物による劣化から耐熱物質を保護する、壁と融解物
との間のスカルの層を生成する。各繊維形成チャンバ１２５の内側の融解物の温度および
粘度は、発電機１４０および誘導コイル１１３によって制御されることができる。周波数
Ｆ３および電力Ｐ３は、フィラメント形成のために要求されるような狭い範囲内に温度お
よび粘度を維持するレベルに設定されることができる。
【００６３】
　繊維形成デバイス１１５は、各繊維形成チャンバ１２５の底部に取り付けられることが
できる。各繊維形成デバイスは、岩石繊維フィラメントがオリフィスを通過してそれから
出る際に該岩石繊維フィラメントを形成させる多数のオリフィスを伴う耐熱材料から作製
される特別に成形された板であり得る。繊維形成デバイスから出るフィラメントは、繊維
フィラメント冷却デバイス１４６を用いて衝撃冷却に暴露されることができる。繊維フィ
ラメント冷却デバイス１４６は、繊維形成デバイスの真下に位置する加圧冷水ミストを生
成するノズルのセットとして設計されることができ、本配列は、繊維形成プロセス中に再
結晶化を回避するために必要であり得る。本プロセスは、いずれの結晶化度または表面欠
陥も伴わない１００％均質なフィラメントを生産する。結晶および表面欠陥は、繊維の機
械的強度を有意に低減させるであろう。従来の技術および開示されるシステムおよび方法
によって形成された繊維の顕微鏡写真が、図５に示される。図５Ａ－５Ｄに見られ得るよ
うに、開示される方法によって形成された繊維は、不完全な融解によって引き起こされる
結晶性粒子が実質的にない。
【００６４】



(24) JP 6983232 B2 2021.12.17

10

20

30

　形成されたフィラメントは、次いで、サイジング剤アプリケータ（図示せず）を通過し
、ギャザリングシュー１４５によってストランドに組み立てられ、ワインダ１２３によっ
て固形物に巻回されることができる。形成された繊維は、好ましくは、直径が約８～約１
５μｍであり得る。プロセス全体は、温度センサ１２０およびワインダ１２３から受信さ
れた入力データに従って、周波数、電力、水流量、および投入機を管理する、コンピュー
タプロセス管理システム１２２によって制御および管理されることができる。
【００６５】
　本明細書に開示される装置および方法によって生産される岩石繊維が、より高品質であ
る、例えば、不完全な融解によって引き起こされる弱点がない、または実質的になく、従
来生産される繊維よりも低いコストで生産されると想定されることが、本開示のさらなる
側面である。開示される繊維は、したがって、限定ではないが、コンピュータおよび電子
機器産業、建設産業、化学、極低温、および石油産業、自動車および海洋産業、および宇
宙、防衛、および弾道用途、耐火および耐熱、防音、土木工学およびパイプ、および高圧
タンクおよびシリンダを含む、種々の産業における多数の用途において有用である。本開
示の側面として想定されるものは、限定ではないが、建築用梁、コンクリート、断熱材、
パイプ、およびツール、アンテナを含むコンピュータおよび電子デバイス、スポーツ用品
、警察、防衛、および娯楽のための保護具、および自動車、ボート、航空機、および他の
タイプの車両の構造的構成要素を含む、そのような繊維を含有する可能性が高い多くの製
品である。上記に言及される開示される繊維および当業者に明白な全てのその他の使用は
、本開示の範囲内であることが想定される。
【００６６】
　本明細書に開示および請求される装置、組成物、および方法は全て、本開示に照らして
過度の実験を伴わずに作製および／または実行されることができる。本開示の装置、組成
物、および方法は、好ましい実施形態の観点から説明されたが、変形例が、本発明の概念
、精神、および範囲から逸脱することなく、本明細書に説明される、装置および／または
組成物に、および方法のステップまたはステップのシーケンスにおいて適用され得ること
が、当業者に明白となるであろう。より具体的には、化学的、機能的、または構造的に関
連する、ある材料または構造は、本明細書に説明されるもので代用され得る一方、同一ま
たは類似する結果が、達成されるであろうことが明白となるであろう。当業者に明白な全
てのそのような類似する代用物および修正は、添付される請求項によって定義されるよう
な本発明の精神、範囲、および概念内であると見なされる。
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